
1 

2022年3月18日 
NPO法人ESUNE 

 
ソーシャルインクルージョン・リサーチプロジェクト 報告書 

 
1. プロジェクト概要 
（1）目的 
浜松市街中の中心市街地をはじめとした市内の現状と今後を検討するためデータや、全国の
社会的包摂の先進事例についてのデータ収集・分析を行い、行政・企業を含めた様々なセク
ターが社会的包摂を軸にした中心市街地活性化のあり方を検討する上での視点を提示する。 
 
（2）リサーチ内容 
・統計データ分析 
 既存の統計データに基づいた、浜松市の人口動態、中心エリア、社会福祉に関連する分析 
・事例分析 
 全国の先進的な「多様な人の力を活用したまちづくり」の事例分析 
 
2.報告 
（1）統計データ分析 
（1-1）はじめに 
国勢調査をはじめとした既出のデータを用いて、「人口動態」「浜松市中心エリア」「社会
福祉」の3つの観点から分析を行った。 
 
（1-2）人口動態に関する分析 
 平成27年度の総務省の国勢調査より、静岡県浜松市の高齢者率と18歳未満の同居世帯率
を抽出し、散布図にまとめた（図1）。散布図では、縦軸に18歳未満の同居世帯率、横軸に
高齢化率をとり、浜松市全体の平均値（偏差値50）（18歳未満の同居世帯率：30％、高齢
化率：20％程度）を加え、4象限で分類した。これにより、平均値を基準とすることで浜松
市内の地域を4パターンに分類できる。 
①高齢者率が低く、18歳未満の同居世帯率が低い地域 
 ＝高齢者が少なく、子どもも少ない地域 
②高齢者率が低く、18歳未満の同居世帯率が高い地域 
 ＝高齢者が少なく、子どもが多い地域 
③高齢者率が高く、18歳未満の同居世帯率が低い地域 
 ＝高齢者が多く、子どもが少ない地域 
④高齢者率が高く、18歳未満の同居世帯率が高い地域 
 ＝高齢者が多く、子どもが多い地域 

※18歳未満の同居世帯率が高いほど、子どもが多いことを表す 
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図1.浜松市の高齢者率と18歳未満同居世帯率の散布図（2015年国勢調査より作成） 

 
全体的な傾向として、「18歳未満同居世帯率が低く、高齢者率が高い」、言い換えれば、
「子供の数が少なく、高齢者の数が多い」地区が多いことが分かる。今後地域の担い手にな
りうる若年層の減少傾向にあり、ケアが必要性が増加傾向の地域においては、10年、20年
を見越してどのようにその地域での暮らしをつくっていくのかが重要な課題となる。 
 
（1-3）浜松市中心エリアに関する分析 
 浜松市中心市街地が含まれる浜松市中区のみに着目すると、図2のような結果となった。
市街地に近い地区であっても、浜松市全体の傾向と同様に、「子供の数が少なく、高齢者の
数が多い」地区の傾向が読み取れる。地区によっては、商業地区であるため、そもそも居住
世帯が少ない場合もあるため注意が必要であるが、中区でも今後、高齢者のケアに対して地
区としてどのように向き合っていくかが重要な課題であると言える。加えて、マンション等
に居住する子育て世代は転勤族である傾向も考えられるとすれば、現時点での18歳未満の
子どもがそのまま地域の担い手になるばかりではない。そのため、住民に限らないケアのあ
り方の検討も、今後の重要課題である。 
 また、中心市街地は新型コロナウイルス感染拡大以降、飲食店の閉店や小売店の撤退が進
んでいる。2005年、2010年、2015年、2020年の浜松市交通量調査を基に、平日と休日交
通量を合算し、浜松市で最も人口が多かった2005年を起点とした交通量の比較をすると、
一部増加傾向にあるエリアもあるが、ほとんどのエリアで交通量が減少し、2005年比で半
減のエリアがあることも分かる（図3）。商業も含めた活性化は課題ではあるが、商業機能
に限定しない市街地機能のあり方も今後重要な検討課題である。 
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図2.浜松市中区の高齢者率と18歳未満同居世帯率の散布図（2015年国勢調査より作成） 
 

 
 図3.浜松市中心市街地エリアの交通量比較（浜松市交通量調査を基に作成） 
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（1-4）社会福祉に関する分析 
 まず、自治体の財政施策の実態を分析する。図4は、2019年度における自治体の目的別決
算額の人口1人あたりについて浜松市、静岡市を全国平均を基準として比較したレーダーチ
ャートである。福祉に関連した歳出については、老人福祉、児童福祉ともに静岡市とは同等
の水準であるが、全国平均よりも下回っている。 
 

 
図4.目的別歳出決算額比較（全国平均を基準とした浜松市・静岡市比較） 

 
 また、福祉の領域の中でも障がい者（身体障がい、知的障がい）に着目すると、厚生労働
省の福祉行政報告例や衛生行政報告例のデータを参照し、身体障害ならびに知的障害を抱え
る人たちの割合を算出し、さらに千人あたりの障がい者福祉事業所数を加え散布図にする
と、図5のようになる。全国の都道府県平均で比較すると、福祉事業所の数が少なく、障が
い者の割合が比較的低い地域として位置付けられるのが分かる。しかし、浜松市における障
がい者手帳所持者の推移と事業所数の変遷（図6）を見ると、平成28年からの5カ年で人口1
000人あたりの障がい者数は増加傾向にあるのに対し、事業所数は減少傾向にあることが分
かる。断定することはできないが、人口減少が進む中で、高齢者だけではなく、障がい者な
ど多様なケアのニーズを包摂する取り組みが今後重要課題となり得るであろう。 
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図5.全国における障がい者の割合と千人あたりの事業所数 

 

 
図6.浜松市における障がい者手帳所持者の推移と事業所数 

 
※本分析では、精神障がい、療育、身体障害の３つのうち、いずれかをもつ人を障がい者と
して扱っているが、厳密にはそれぞれ施設やケアのあり方が異なるため、注意が必要である 
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 障がいに限らず、教育におけるケアの課題として、不登校児のケアも今後検討が必要であ
る。例えば、文部科学省が実施する「児童生徒の問題行動・不登校等の生徒指導上の諸問題
に関する調査」では、不登校児童数が調査されているが、このデータを用いて千人あたりの
小学校・中学校における不登校児童生徒数を都道府県で比較すると、図7のようになる。こ
の散布図から、他県に比べて静岡県は小学校児童、中学校生徒ともに、不登校者数が多い地
域と言える。 
 

 
図7.小学校・中学校における千人あたりの児童生徒数の都道府県比較 

 
 また、浜松市のみに焦点を当てると、図8のように、平成28年からの5カ年で増加傾向に
あることが分かる。 
 決して、学校に通うこと、すなわち不登校状態を解消することが解決策ではない。不登校
状態であったとしても、いかに学びの多様性と質を確保し、児童生徒が生きる力を育んでい
けるかが課題であるとすれば、地域ぐるみでどのようにその学びを生み出すかが今後検討す
べきであろう。高齢者、障がい者に限らず、不登校などそれぞれ事情を持つ人々が認めら
れ、生きられる地域となるためには、個別の状況に対してのアプローチのみならず、多様な
事情を受け止めていく包摂型のアプローチも重要と言える。 
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図8.浜松市における不登校児童生徒推移 

 
（1-4）統計データ分析の結びに 
 地区別の人口構成・動態の変化や中心エリアにおける人口動態（交通量）の変化から、浜
松市、中心エリアにおける現状と課題について、特に高齢者福祉のニーズに着目しながら分
析を行った。また、社会福祉について、目的別歳出額、事業所数と障がい者数の変化、ま
た、障がいに限らない多様なケアのニーズについて分析を行った。 
 人口減少社会のなかで、地域コミュニティの機能が衰退し、家族の数・サイズ（世帯あた
り人数）も減少する一方で、高齢者や障がいに限らない多様なケアのニーズが生まれている
傾向にある。こういった変化の中、従来の「家族で」「地域コミュニティで」の解決ではな
く、多様なニーズを多様な人や仕組みで包み、支えていく、包摂するまちのデザインに状況
改善のヒントが隠されているのではないだろうか。 
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（2）事例分析 
 (1)の統計データ分析を受け、多様なニーズに対して、多様な人や仕組みでまちづくりに
取り組む先進事例について、半構造化インタビューを行いながら、事例分析を行った。詳細
は別紙の多様な人の力を活用したまちづくり事例集に譲るが、各取り組みの概要は表1の通
りである。また、各事例の分類は次のとおりである。 
 
事例1・事例2：多様な人が参画するプロジェクトからスタートして、現在は誰もが参加・
利用・関わりをもつことができるような開かれた場を運営している事例 
事例3：特定の社会課題解決にさまざまなセクターが関わる共助の仕組みの事例 
事例4：コーディネーター組織が人と人をつなぎ、団地で新しい仕掛けをつくる事例 
事例5：ソーシャルインパクトボンドという新しい資金調達手法を活かした事例 
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団体・法人・プロジェクト名 所在地 概要 

事例１  
CINEMA Chupki TABATA 

東京都 日本初のユニバーサルシアターとして、2016年
に設立。 
親子、視覚障害・聴覚障害など、どんな人でも
映画を楽しめるシアターとして、小さいながら
も多くの機能（事情に合わせて映画を楽しむた
めの機能）が備わっている。 

事例２  
一般社団法人おやまちプロジェク
ト 

東京都 東京都尾山台の商店街で「課題解決や目標の達
成を目的にせず、誰かのやりたいことを手伝い
たい人が楽しんで手伝う場」をつくるプロジェ
クト。タカノ洋品店店主と東京都市大学生が中
心となり、様々なプロジェクトを生み出してき
た（子ども食堂、バー、新聞づくり、子どもの
居場所等）。2021年からタカノ洋品店をリノベ
ーションし、「タタタハウス」として、カフェ
やサテライト研究室が併設された拠点をオープ
ン。 

事例３  
北長瀬コミュニティフリッジ 

岡山県 24時間食料品・日用品を取りに行ける公共冷蔵
庫プロジェクト。コロナ禍の生活困窮者の増加
を受けて、一般社団法人やNPOなど、市民有志
が協力して実現した。市民がフードバンク的に
寄付をし、誰でも食料品・日用品を取りにいく
ことができる。多数の企業がスポンサーとして
だけではなく、それぞれの事業の特徴を活かし
た協賛（例えば、場所・冷蔵庫・お菓子、な
ど）をしている。 

事例４ 
NPO法人SEIN 
茶山台団地再生事業 

大阪府 大阪の泉北ニュータウンの「茶山団地」にて、
団地に様々な人が行き交う拠点づくりを行う。
団地の集会所を活用した子どもたちのための図
書館づくりや団地の空き部屋をキッチンに変え
たやまわけキッチン、2住居を合体させた募集を
行うニコイチなどで、コミュニティづくりと賑
わいづくりを通じたソーシャルキャピタル（社
会関係資本）を増やしたまちづくりを行う。 
また、泉北の子どもたちの未来のため、地域課
題解決のための資源を集め、コーディネートす
るコミュニティ財団も立ち上げ、運営する。 

事例５ 
PS瀬戸内株式会社 
おかやまケンコー大作戦 

岡山県 市民や民間企業からの出資によって行政からの
成果連動型の業務委託を行い、成果に応じて委
託料が支払われるソーシャル・インパクト・ボ
ンド（SIB）を導入したプロジェクト。「運動」
「栄養・食生活」「社会参加」といった健康に
つながる活動をすると、ポイントがたまり商品
と交換ができるプログラムで、岡山県民の健康
増進を進める。 

表1.事例分析概要 
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 どの事例も、日常の中の対話や、飲み会などの異業種の交流の場、丁寧なニーズ把握が活
動のきっかけとなっており、それらを通じて明らかになった現状・目指したい未来像の共有
から、様々な主体がそれぞれの協働できそうな部分を見つけ、小さな試験的な取り組みを立
ち上げ、改善するというプロセスが確認された。また、そのプロセスを進めるにあたり、適
切に外部人材や社会資源を結びつけるコーディネーター、組織の中で調整を行うキーマンが
存在していることが明らかになった。 

 


